
地域医療介護総合確保基金（医療分）について 

【地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律第４条第４項】 
 都道府県は、都道府県計画を作成し、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、市町村長、医
療又は介護を受ける立場にある者、医療保険者、医療機関、介護サービス事業者、診療又は調剤に関する
学識経験者の団体その他の関係団体、学識経験を有する者その他の関係者の意見を反映させるために必要
な措置を講ずるよう努めるものとする。 
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２     平成29年度熊本県計画（医療分）目標達成状況及び平成30年度目標値（案）について 

３     平成30年度基金事業に係る国への要望状況について 
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２ 平成29年度熊本県計画（医療分）目標達成状況及び平成30年度目標値（案）について ① 

１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
  高度急性期から在宅医療まで、患者の状態に応じた適切な医療を、限られた資源を有効に活用しながら、効果的かつ効率的に提供できる。 
  ⇒ 医療機能の更なる分化・連携を進める。 
  ⇒ 県内の医療・介護関係施設等での迅速な患者・利用者情報の共有と適切な連携を可能とする「くまもとメディカルネットワーク」の構築を進める。 

指標 
計画 

策定時 
H29実績値  

指標の動向 
（策定時との比較） 

目標値 
（目標年度） 

種類 
達成 
状況 

H30目標値（案） 
上段：指標、下段：目標値（目標年度） 

2025年に回復期機能の病床数の不足が見込まれる構想区域に
おける当該不足病床数の合計 

 

2,445床 

（H29年） 

 
2,217床予定 

（H30年度繰越） 

 

0床 
(H37年度) 

 
累計 

 
継続 

2,064床（H30年度末） 

 
地域医療等情報ネットワーク構築施設数 

 

0施設 

（H26年） 

 
110施設 

（H29年度末） 

 

536施設 
(H29年度末) 

 
累計 

 
継続 

2,482施設（H32年度末） 

年齢調整死亡率（脳血管疾患） 
31.0% 

（H24年） 
26.5％ 

（H28年） 
低下 

(H30年度末) 
単年 

継続 

H30年度も引続き低下を目指す 

年齢調整死亡率（急性心筋梗塞） 
7.6％ 

（H24年） 
5.5％ 

（H28年） 
低下または現状維持 

(H30年度末) 
単年 

虚血性心疾患に変更 
H30年度も引続き低下を目指す 

歯科を標榜していない回復期病院やがん診療連携拠点病院に
対して訪問歯科診療を行った件数 

0件／年 

（H26年） 
8,734／年 

（H29年度末） 
700件／年 

(H29年度末) 
単年 

継続 
700件／年 

〇 指標の動向（指標は第６次熊本県保健医療計画（Ｈ30目標値は第７次熊本県保健医療計画）で設定した指標を基に設定。（以下同様）） 

※ 下表の「指標の動向」・「達成状況」欄は目標値の種類に応じて次により整理 

目標値の種類 「指標の動向」 「達成状況」  
計画策定時からの累計値で見ていく指標 

最終年度（単年）の実績値で見ていく指標 

２ 居宅等における医療の提供に関する目標 
  医療や介護が必要となっても住み慣れた地域で安心して自分らしく療養生活を送ることができる。 
  ⇒ 医療・介護・福祉・行政などの様々な関係機関が協力しながら、各圏域の医療資源や地域の実情等に応じて、在宅医療提供体制の整備と関係機関相互の 
     連携体制の構築を進める。 
  ⇒ 在宅医療を支援する病院、診療所、訪問看護ステーション及び薬局等における先進的な活動事例を広く県民に紹介するなど、在宅医療に係る普及啓発を進める。 

指標 
計画 

策定時 
H29実績値  

指標の動向 
（策定時との比較） 

目標値 
（目標年度） 

種類 
達成 
状況 

H30目標値（案） 
上段：指標、下段：目標値（目標年度） 

在宅療養支援病院・診療所のある市町村数 
32市町村 

(H24年6月) 
34市町村 

（H29年度末） 
45市町村 

（H29年度末） 
累計 

在宅療養支援病院数に変更 
50施設（H35.10月） 

在宅療養支援歯科診療所のある市町村数 
18市町村 

(H24年6月） 
33市町村 

（H29年度末） 
45市町村 

（H29年度末） 
累計 

在宅療養支援歯科診療所数に変更 

250施設（H35.10月） 

県内における薬局に占める薬剤訪問指導を実施している薬局

の割合 

７％ 
（H23） 

31.5％ 
(H29年度末) 

30％ 
（H29年度末） 

単年 
継続 

40.0％（H35.3） 

居宅介護サービス利用者に占める訪問看護利用者の割合 
6.6％ 

(H24年3月) 
9.0％ 

(H29年度末) 
10％ 

（H29年度末） 
単年 

継続 
12.2％（H35.4） ３ 



指標 
計画 

策定時 
H29実績値  

指標の動向 
（策定時との比較） 

目標値 
（目標年度） 

種類 
達成 
状況 

H30目標値（案） 
上段：指標、下段：目標値（目標年度） 

県全体での人口10万人対医師数  
257.5人 

(H22年度) 
281.9人 

(H28.12.31) 
257.5人（現状維持） 

(H29年度) 
単年 ￣ 

初期臨床研修医の募集定員の充足率 
81.0％ 

(H24年度) 
79.1％ 

(H29年度末) 
95.6% 

（H29年度） 
単年 

継続 
90.0％以上（H35年度） 

義務年限終了した自治医科大学卒業医師の県内定着率 
50.0％ 

(H24年度) 
51.7％ 

(H29年度末) 
52.5% 

(H29年度) 
単年 

H30～H35年度に義務年限が終了した自治
医科大学卒業医師の県内定着率に変更 

80.0％（H35年度） 

人口10万人対医師数（小児科） 
96.6人 

(H22年末) 
108.8人 

(H28.12.31) 
全国平均(103.2人)

以上(H29年度) 
単年 ￣ 

人口10万人対医師数（産婦人科・産科） 
39.6人 

(H22年末) 
43.8人 

(H28.12.31) 
全国平均(42.2人) 
以上(H29年度) 

単年 ￣ 

４ 医療従事者の確保に関する目標 
 （１）医師 
  医師の地域的な偏在を解消し、医師不足地域で医師が確保されることで、安心安全で質の高い医療サービスが提供できる。 
   ⇒ 熊本市内と地域の医療機関で連携した医師のキャリア形成を支援できる体制や医師不足地域の医療機関への医師派遣体制を構築する。 
   ⇒ 人材が不足する診療科の医師確保対策、女性医師の就業継続支援、初期臨床研修医確保対策などを推進する。 

（２）看護職員 
 看護職員の県内定着が促進され、人材不足が解消されるとともに、看護職員の資質が向上することで、安心安全で質の高い看護サービスが提供できる。 
  ⇒ 県内定着の促進のための取組みや離職防止対策などを推進する。 
  ⇒ 看護師等学校・養成所などにおける看護教育環境の質の向上や入院時から在宅への移行を見据えた看護サービスが提供できる人材の育成など、看護職員の 
    資質の向上に向けた対策を推進する。 

指標 
計画 

策定時 
H29実績値  

指標の動向 
（策定時との比較） 

目標値 
（目標年度） 

種類 
達成 
状況 

H30目標値（案） 
上段：指標、下段：目標値（目標年度） 

県内の看護学校養成所卒業者の県内定着率 
52.7％ 

（H24年度） 
58.7％ 

(H29年度末) 
58.0% 

(H29年度) 
単年 

県内出身の看護学生の県内就職率へ変更 
80.0％（H35年度末） 

看護職員の離職率 
8.9％ 

（H23年度） 
11.1％ 

(H28年度末) 
7.9% 

(H29年度） 
単年 

病院常勤看護職員離職率（定年除く）へ変更 

8.2％（H35年度末） 

看護職員の県内再就業者数 
352人 

（H23年度） 
480人 

(H29年度末) 
530人 

(H29年度) 
単年 

ナースセンターの支援による再就業者数へ変更 

624人（H35年度） 

訪問看護師（常勤換算） 
454人 

（H22年） 
668.5人 

(H28.12.31) 
630人 

（H29年度） 
単年 ￣ 

２ 平成29年度熊本県計画（医療分）目標達成状況及び平成30年度目標値（案）について ② 

４ 



指標 
計画 

策定時 
H29実績値  

指標の動向 
（策定時との比較） 

目標値 
（目標年度） 

種類 
達成 
状況 

H30目標値（案） 
上段：指標、下段：目標値（目標年度） 

医療法改正を契機として、勤務環境改善の
取組みを検討する医療関係団体数 

0団体 
(H26年度) 

2団体 
(H29年度末) 

5団体 
(H29年度) 

累計 継続 

 （３）勤務環境改善 
  医療従事者の勤務環境が改善することで、医師・看護職員等の確保や医療安全の確保が図られ、患者の安全と健康が守られる。 
   ⇒ 医師、看護職員をはじめとした医療従事者の勤務環境改善を進める。 

指標 
計画 

策定時 
H29実績値  

指標の動向 
（策定時との比較） 

目標値 
（目標年度） 

種類 
達成 
状況 

H30目標値（案） 
上段：指標、下段：目標値（目標年度） 

がん連携登録歯科医師数 179人 
（H24.12） 

514人 
(H29年度末) 

600人 
(H30年度) 

累計 継続 

県内における薬局に占める薬剤訪問指導

を実施している薬局の割合【再掲】 

7％ 
（H23） 

31.5％ 
(H29年度末) 

30％ 
(H29年度) 

単年 
継続 

40.0％（H35.3） 

 （４）職種間の連携 
  各分野の職種が機能的に連携することで、高度急性期から在宅における療養まで、患者の状態に応じた適切なサービスが提供できる。 
   ⇒ 医科、歯科、薬科、看護、介護などの各分野で、連携を図る人材育成を進める。 

※平成29・30年度個別事業の目標達成状況等については、１０ページ以降参照 

２ 平成29年度熊本県計画（医療分）目標達成状況及び平成30年度目標値（案）について ③ 

５ 



 配分方針（※）のポイント 
 
  ・ 基金総額（医療分）は前年度比30億円の増額。総額の約53.5%（500億円/934億円）を事業区分１（地域医療構想  
     の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業）に充てることとする。 
     

     ※平成30年度地域医療介護総合確保基金（医療分）の配分方針等及び調査票等の作成について 
                                   （平成30年2月2日付け厚生労働省医政局地域医療計画課事務連絡） 

１ 国への要望額等 

 配分方針を踏まえた本県の対応 
 

 ・ 事業区分１を重視する国の配分方針を踏まえ、事業区分１を重点化し国へ要望。3/26に実施された国ヒアリングに 
      おいて事業の必要性を説明。 
 

事業区分 

 1：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関 
   する事業（医療分） 
 2：居宅等における医療の提供に関する事業（医療分） 
 4：医療従事者の確保に関する事業（医療分）  

２ 国の配分方針及び本県の対応 

今後、国からの内示額を踏まえ、平成30年度県計画を策定 

３ 平成30年度基金事業（医療分）に係る国への要望状況について  

６ 

（単位：千円、括弧内は事業数）

1 1,065,057 (5) 48%

2 161,485 (8) 7%

4 989,917 (33) 45%

計 2,216,459 (46) 100%
H30.4.23時点

医療

事業区分
H30年度基金事業

国への要望額
総額に占める
各区分の割合



１ 趣旨 

 平成31年度基金事業（医療分）の計上に向け、熊本県地域医療構想の達成を推進するために必要な事業の提案を広く募集
するもの（平成26年度以降、毎年実施） 
 
２ 募集期間 
 平成30年５月１日～７月31日 
 
３ 対象事業区分 
 １ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 
 ２ 居宅等における医療の提供に関する事業 
 ４ 医療従事者の確保に関する事業 
 
４ 募集方法 
 市町村、各関係団体等へ募集文書を送付する他、県ホームページへも掲載 
 
５ 事業化に当たっての考え方（案） 
 （１）平成31年度の国、県予算の状況及び国の配分方針を踏まえ決定するものの、基金事業費の総額は平成30年度当初 
   予算額と同程度の規模として事業化を検討 
 （２）地域医療構想の達成を推進するための課題が明示され、当該課題と提案事業内容との間に整合性がある 
   事業について事業化を検討 
 （３）標準事業例に該当し、標準単価に基づき事業費を計上された事業について事業化を検討 
 （４）事業の達成状況や有効性を確認し、次年度以降の事業見直しに繋げる観点から、事業の実施目標及び成果 
   目標が数値化された事業について事業化を検討 
 （５）県全域へ効果が波及される事業だけでなく、対象区域を限定した事業についても提案の対象 
 （６）診療報酬、介護報酬及び他の補助金等で措置されている事業は提案の対象外 
 
６ 提案スキーム及びスケジュール 
 次ページ以降参照 

４ 平成31年度地域医療介護総合確保基金（医療分）新規事業提案募集について① 

７ 



県医療政策課（※１） 

関係団体（県） 関係団体（郡市） 

個別医療機関等 

事業提案の際は必要に応じて協議を実施 

※１ 提案とりまとめ後、県医療政策課は事業担当課等と共同でヒアリング等を実施し、予算要求の是非を決定する。 
※２ 調整会議で決定された「政策医療を担う中心的な医療機関」へは県保健所（熊本市内の医療機関へは県医療政策課）から提案募集に係る文書を送付する。 
※３ 市町村は事業提案の際、実施主体（市町村又は県）を記入する。また基金を活用した事業を市町村において実施する場合は、県への事業提案及び県の予算措置終了 
   後、市町村計画（案）を作成し、県へ提出するものとする。 
※４ 個別医療機関等（ 「政策医療を担う中心的な医療機関」を除く）へは関係団体（県又は郡市）を通じて周知していただくよう依頼する。 
   また、「政策医療を担う中心的な医療機関」及び個別医療機関等が提案する場合は、原則として、所属する郡市レベルの関係団体（郡市レベルの関係団体を有しない 
   場合は、県レベルの関係団体）を経由することとする。所属する関係団体においては、当該提案が地域の課題解決に資する内容になっているか等について確認し、提案する。 

：募集 ① 

：地域の課題解決に資する事業を提案 ② 

文書 
送付 

県事業担当課 

県調整会議 

（※４） 

（H31年度予算成立後）事業採択・非採択通知 ③ 

４ 平成31年度地域医療介護総合確保基金（医療分）新規事業提案募集について② 

〇事業提案募集スキーム 

（１）提案事業取りまとめ後、事業化検討を依頼 

（２）提案者へ共同でヒアリングを実施。ヒアリングを踏まえ県事業担当課で事業化
の可否を検討した後、県医療政策課で基金の趣旨に合致した事業であるか最終的
な判断を行う。 

地域調整会議（各保健所において開催） 

（１）H30年度第1回県調整会議（H30.6.29予定）で提案募集中で 
  ある旨報告 
（２）H30年度第2回県調整会議（H31.2月頃予定）で 
  H31年度基金県計画 （案）について意見聴取 

（１）H30年度第1回地域調整会議（H30.7~8月予定）で提案募集中である旨報告 
（２）  〃  第2回地域調整会議（H30.10~11月予定）で新規提案事業一覧について報告 
（３）  〃  第3回地域調整会議（H31.3月頃予定）でH31年度基金県計画（案）について意見聴取 

市町村（※３） 

８ 

政策医療を担う中心的な医療機関 

県保健所 
（※２） 

周 知 



H30年度 

4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 

県医療政策課 

県事業担当課 

提案者 

県地域医療 

構想調整会議 

各構想区域 

地域医療構想調整
会議 

2月頃 

第
２
回 

7～8月 

第
１
回 

第
２
回 

10~11月 

第
３
回 

3月頃 

・H31新規提案事業 

 一覧の報告 

・H31基金県計画（案）
意見聴取 

 
事業募集 

 

5/1 

5/1～7/31 

 
提案者 

ヒア 

～9/30 

・H31基金県計画（案）
意見聴取 

新規事業採択 
結果通知 

議決後 

H31当初予算 
議会提案 

2月 

 
提案 

取りまとめ 
 

8月上旬 

４ 平成31年度地域医療介護総合確保基金（医療分）新規事業提案募集について③ 

９ 

第
１
回 

6月29日（予定） 

 
 
 
 

事業化 
検討 

 
 
 
 

10月中旬 

事業提案 

・H31新規提案事業 

 募集中である旨報告 

・H31新規提案事業 

 募集中である旨報告 



有明構想区域の平成29年度熊本県計画（医療分）目標達成状況・平成30年度目標値（案）について 

※ 下表の「指標の動向」・「達成状況」欄は目標値の種類に応じて次により整理 

目標値の種類 「指標の動向」 「達成状況」  
計画策定時からの累計値で見ていく指標 

最終年度（単年）の実績値で見ていく指標 

  ⇒ 在宅療養支援医療機関の拡充を図る。 
  ⇒ 在宅医療の従事者の研修を通じ、訪問看護等在宅サービスの質の向上を図る。 
  ⇒ 医療・保健・福祉・介護系の在宅サービス担当者、介護支援専門員などが相互に役割を確認し連携強化を図る。 
  ⇒ 在宅療養者や家族が安心して生活できるよう、地域の関係機関が連携してインフォーマルな支援や家族の介護負担の軽減を図る。 
 

指標 
計画 

策定時 
H29実績値  

指標の動向 
（策定時との比較） 

目標値 
（目標年度） 

種類 
達成 
状況 

H30目標値（案） 
上段：指標、下段：目標値（目標年度） 

地域療養支援病院を核とした機能強化型在宅療養支援 

診療所数 

 

8施設 
(H24年度) 

8施設 
（H28年度） 

増 
（H29年度末） 

累計 ★ 
地域支援病院数 

3機関（平成35年10月） 

県民意識調査結果による「在宅医療・介護サービスを受けるこ

とができる」と思う割合 

31.7％ 
（H29年） 

￣ ￣ ￣ ￣ ￣ 
43％ 

（H35年） 

退院支援加算を届け出ている診療所・病院数 

 

10機関 
（H29年10月） 

￣ ￣ ￣ ￣ ￣ 
11機関 

（H35年度） 

訪問診療を受ける患者 
741人 

（H29年度） 
￣ ￣ ￣ ￣ ￣ 

981人 

（H35年度） 

訪問診療を実施する病院・診療所数（推計値） 
病院4 

診療所35 
（H29年） 

￣ ￣ ￣ ￣ ￣ 
増加 

（H35年） 

居宅介護サービス利用者に占める訪問看護利用率 
9.1％ 

（H29年4月） 
￣ ￣ ￣ ￣ ￣ 

12.2％ 

（H35年） 

在宅療養支援歯科診療所数 
20施設 

(H29年12月末) 
￣ ￣ ￣ ￣ ￣ 

22施設 

（H35年12月末） 

在宅訪問に参画（届出）している薬局の割合 
72.9％ 

（H29.3月） 
￣ ￣ ￣ ￣ ￣ 

82.2％ 

（H35.3月） 

自宅や施設で最期を迎えた方の割合 
17.9％ 

（H28年） 
￣ ￣ ￣ ￣ ￣ 

25％ 

（H35年） 

２ 居宅等における医療の提供に関する目標 
  医療や介護が必要となっても住み慣れた地域で安心して自分らしく療養生活を送ることができる。 

※「１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標」及 
 び「４ 医療従事者の確保に関する目標」は全県的な取組みを実施していることから、各 
 区域の目標は全県の目標と同様とする。 

※Ｈ３０目標値（案）については、第７次熊本県保健医療計画（地域保健医療計画）に基づ
き設定。 

※  新 は、第７次保健医療計画で新たに設定した指標 

     新 

 新 

  新 

 新 

  新 

 新 

新 

 新 


